


























202　早稲田法学会誌第71巻 2 号（2021） ドイツ刑法における利益没収の歴史的展開とその現代的意義（ 2 ・完）（桑島）　203
　第 3 節　2017年改正の概要
　収奪制度は、「刑法上の財産はく奪の改正のための法律［Gesetz zur 
Reform der strafrechtlichen Vermögensabschöpfung
（214）
］」 に よ り、2017年








　　第 1 款　Manfred Lenz の見解
　　第 2 款　Thomas Rönnau の見解
　　第 3 款　保護目的連関を主張する見解
　　第 4 款　Tim Gebauer の見解


















































































置いているが、この基準は第 5 ・ 3 刑事部の判断において現れた利益没収の
基準と一致する。すなわち、利益を直接生み出す行為それ自体が可罰的でな



































































































定」の問題は、第 1 刑事部と、第 5 ・ 3 刑事部との間で生じた。すなわち、
第 1 刑事部は、行為経過のいずれかの段階で構成要件の実現から得られた財
産的価値を「行為から得たもの」と解釈し、間接的に得られた利益にまで収



































































































































対象を行為から直接得たものに限定しようとする第 5 ・ 3 刑事部及び近時の
学説の立場は、わが国の没収に関する議論にも当てはまると思われる。刑法
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